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研究成果の概要：物質フロー分析、ライフサイクルアセスメントによるエコタウン事業の環境

負荷削減効果の分析、マテリアルバランス表の作成とそれを用いた都市レベルの資源循環構造

分析とエコタウンの寄与度分析の手法を開発し、北九州エコタウン事業を対象に評価した。ま

た、中国の生態産業園区建設事業を対象に、日本のエコタウン事業との共通点と相違点を整理

し、青島市で建設中の静脈産業園への経験移転可能性について物質フローと施策効果の面から

分析した。 
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１．研究開始当初の背景 

地球環境問題及び資源問題の制約の中、近
年世界的に産業共生（Industrial Symbiosis）
の動きが萌芽している。その中でも、
Eco-industrial Development（EID）、あるい
は Eco-industrial Park（EIP)という、企業
同士が連携し、産業ネットワーク内の資源・
エネルギー循環の促進、 終処分量の 小化
を図る循環複合体の形成はその中心的課題
である。工業団地に計画的に産業エコシステ
ムを形成する取り組みである EIP は、アメリ
カの他、近年アジア諸国でも見られる。 

我が国では、北九州エコタウンを初めとし
たエコタウン事業がこれにあたる。また、鉄
鋼業界が提唱し、経済産業省の事業となって、

現在北九州などで検討が進んでいるエコ・コ
ンビナート構想も、我が国の産業共生施策の
柱の一つといえる。あるいは、RING 構想と呼
ばれる石油化学コンビナートにおけるルネ
ッサンス構想も構想が進展しつつある。 

これら日本の産業共生施策については、個
別のリサイクル事業を対象とした費用便益
分析や環境評価は散見された。しかし、工業
団地全体あるいは地域全体への影響を考慮
する必要がある。その面では、充分な検証が
行われていると言えず、産業共生施策を包括
的に評価する手法の開発が望まれる状況に
あった。 
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(1)EIP の類型化 
国内のエコタウンを対象として、地域の特

性とエコタウンの類型を定量的に分析する。
これによって、国内外において新たにエコイ
ンダストリアルパーク（EIP）の形成を図る
際の、地域特性に見合った指標や適応性を抽
出する事を目的とした。 
(2)EIP の物質フロー分析 

物質フローの面から定量的・客観的に評価
することで、エコタウン事業の環境負荷削減
効果を定量化するとともに、エコタウンが立
地する都市全域の物質フローに与えている
エコタウン事業の位置づけについても明確
にすることを目的とした。 
(3)EIP の地域共生とガバナンス 

東アジアにおける EIPの状況を日韓中の社
会経済システムと法政策決定から分析し、
EIP をめぐる地域共生と資源の循環について
ガバナンスの観点から探った。 
(4)EIP の国際比較分析による経験移転可能
性 

北九州型エコタウンの経験の適用可能性
と限界を明らかにすることで、今後のアジア
各国における資源循環拠点の展開可能性に
ついて考察することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1)EIP の類型化 

北九州市などいくつかの EIP を取り上げ、
企業数、人口、１人あたり製品出荷額、二酸
化炭素排出量などを比較することによって、
地域特性を抽出した。また、立地企業やＮＰ
Ｏなどへのヒアリング調査を行った。 
(2)EIP の物質フロー分析 

MFA（Material Flow Analysis）による循
環資源の距離帯別輸送距離分析、LCA（Life 
Cycle Assessment）によるエコタウン事業の
環境負荷削減効果、産業連関表の枠組みを利
用したマテリアルバランス表の作成とそれ
を用いた都市レベルの資源循環構造分析と
エコタウンの寄与度分析の手法開発と適用
を行った。 
(3)EIP の地域共生とガバナンス 

文献研究と現地調査による社会経済的要
素分析と聞き取り調査を行い、質的方法論に
よる分析を行った。 
(4)EIP の国際比較分析による経験移転可能
性 

中国において静脈産業型の EIPとして発展
中である青島市と、類似のリサイクル産業集
積地として日本の北九州市を比較対照とす
ることで、中国の置かれた現状を分析する。 
 

４．研究成果 
(1)EIP の類型化 

世界各地の環境配慮工業団地から比較的
データの収集しやすかった 10 の環境配慮工

業団地を選択して分析を行った。ここでは、
まず EIPと日本のエコタウンのようにリサイ
クル産業の集積を図ったリソースリカバリ
ーパーク（Resource Recovery Park：RRP）
をとりあげ、その違いを明らかにした。 

EIP の面積は、RRP の場合より面積が大き
いケースが多い。しかし、これは広範囲な比
較的大企業の動脈企業が連携している EIPの
場合で、ある一定の面積の工業団地内の連携
場合は、RRP と面積はそれほど差がない。環
境配慮工業団地の企業数と環境配慮工業団
地の面積の、所在する都市面積に対する割合
を見ると、EIP においては都市面積全体に占
める割合が 大 5%程度に留まっている。一方、
RRP の面積割合はさらに小さく、 大でも
1.5%程度に留まっていることが明らかにな
った。もともと RRP は中小企業も多く立地し
ており、相対的に小さな面積であることが多
いためである。 

次に、製品出荷額について分析を行った。
EIP を RRP と比較した場合、１人当たりの製
造品出荷額も人口も大きいところに存在す
ることがわかった。ここから特に広範囲の
EIP を作るためには、ある程度の人口と製造
品出荷額が必要であることが推測される。こ
れに対し RRP は、１人当たりの製造品出荷額
の比較的小さい都市にも存在する。１人当た
りの製造品出荷額の大きい都市に RRP が存
在しない理由としては、カルンボーのように
EIP 内にリサイクルの要素が組み入れられ
ていることが考えられる。 

こうした特性の異なる EIPと RRPの今後の
展望としては、第一に都市特性に応じた選択
と整備を行うことが重要である。さらに、今
後都市全体でそれらが十分機能するために
は、都市内・都市間の複数の RPP および RRP
が連携する形態をとることが望ましいと考
えられる（図１）。 
(2)EIP の物質フロー分析 
図２に示すとおり、北九州エコタウン事業

における循環資源の搬入量は年間約250千t、
再生資源、再商品化物の搬出量は約 216 千 t
であることを把握した。また、市内率は投入
側が約 43％、算出側が約 73％であることの
他、CO2、排水等の環境中へのアウトプット量
についても明らかにした。また、エコタウン
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図１ EIP, RRP の将来像 



 

 

の投入・算出に関わる輸送構造を分析した。
その結果、北九州エコタウンの場合、「地域
循環圏」において 50～300 km の広域的な資
源循環に対して大きな役割を果たしている
ことが判明した。一方、搬出側を見ると、再
生品の資源需要が身近にあることがエコタ
ウンの運用には重要であるという仮説が見
えてきた。 

北九州エコタウンに立地する 18 企業の
LCCO2 を評価した結果、輸送時に約 9.5×
103t-CO2/年、リサイクル工程で約 53×
103t-CO2/年、廃棄物処理で約 1.1×103t-CO2/
年の排出という結果となった（図３）。各企
業のリサイクル処理による天然資源代替効
果は、約 272×103t-CO2/年となった。以上に
より、18 企業による環境負荷削減効果は、約
208×103t-CO2/年という結果が得られた。ま
た、資源消費指数による評価によると、年間
に約 150×103t 分の鉄資源に相当する資源消
費の削減効果があるという意味である。消費
削減効果を物質別に分類すると、鉄・非鉄金
属による資源消費削減効果が圧倒的に大き
いことがわかった。 

さらに、マテリアルバランス表を元に、エ
コタウン事業の全市に対する寄与度を分析
した（図４、表１）。その結果、循環利用率
で 2.3％、リサイクル率で 4.0％という結果
が得られた。エコタウンの循環利用率、リサ
イクル率が大変高い値となっているが、これ
は、エコタウンに立地している企業はリサイ
クル産業が中心であり、循環資源を主要な投
入物とし、可能な限りリサイクル残さを少な
くする努力をしているためであろう。これら
の分析について、複数年度分を作成すること
で、エコタウンを含む都市の資源循環構造の
変化について分析することが可能となる。 

 (3)EIP の地域共生とガバナンス 
政策過程における各アクターの参加につ

いて日韓の環境政策を対象として比較分析
した。特に、東アジアにおける環境問題は、
その影響においてもリンクされているため、
国内の環境イシューのみならず、市民社会レ
ベルでの国際連合が政策過程に影響力を持
っていることが分析されている。とはいえ、
各国の政治、法社会システムによって政策過
程への参加プロセスが異なり、国際的 NPO を
も取り入れた Advocacy Coalition になって
いることが分析できた。 

また、低炭素政策や資源循環政策の実施過
程について２つの視点から分析した。１つ目
の視点は、政策の実施過程に噴き出す利害関
係者のコンフリクトが、なぜ、後を絶つこと
なく、政策の実施をゆがめていくのかである。
次いで２つ目の視点は、NIMBY 型の施設整備
事業（廃棄物処理施設、リサイクル処理施
設）・地域開発型事業などの個別事業でよく
みられるコンフリクトの内容と構図はどう
いったものなのか、である。概ね、これらの
政策システムが、「政策実施者と利害当事者」
の二者だけの関係に狭められるものであっ
たため、政策におけるコンフリクトの構図や
その内容に関する社会的な議論がほとんど
行われてこなかった。本稿では、いかなる政
策システムが政策実施過程におけるコンフ
リクトを管理し、解消しうるのかについて分
析を行い、政策参加者・利害関係者の範囲、
アクター（Multilevel Stakeholder）間の
Partnership による政策空間の変容について
検討した。政策の影響力（Power Game within 
the Policy Elites）による政策過程論から
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図２ 北九州エコタウン立地 18 企業の

マテリアルフロー 
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表１ マテリアルバランス表におけるエコ

タウンの評価指標と寄与度 
H12北九州市 H12全国 エコタウン エコタウンの寄与度

資源生産性[千円/ｔ] 244.6 280.0
循環利用率[％] 21.9 10.0 96.1 2.3
最終処分率[％] 13.0 12.0 4.3 0.8
リサイクル率[％] 55.7 41.6 92.6 4.0

資源生産性：バージン原材料１単位あたりの地域内総生産額
循環利用率：原材料のうち、再生資源（含、廃棄物・循環資源）の投入割合
最終処分率：排出量のうち、最終処分量の割合
リサイクル率：排出された廃棄物のうち、リサイクルされる割合



 

 

政策分析（専門的情報・社会的解釈・意味）
と社会的議論の重要性が示唆された。 

さらに、環境汚染地域における地域問題と
環境再生について分析した。ストック型汚染
のみならず、リスク型の汚染地域における地
域環境汚染、地域住民の健康被害、地域イメ
ージの悪化（風評による）、地域経済などの
問題解決と再生を生態循環と地域社会の経
済活性化から分析した。汚染地域における問
題の一つとして、信頼、リーダーシップ、リ
スクコミュニケーション、共同体、市民団体
との協力を環境ガバナンスの側面から分析
し、政策効果を高めるための手段が提案され、
地域間のネットワーク形成と共同体の特性
について議論された。 
(4)EIP の国際比較分析による経験移転可能
性 

日本のエコタウンと中国の国家生態工業
モデル園区（NEIDP: National 
Eco-industrial Demo-park）の概括的比較に
ついて簡単にまとめると以下のようなこと
がいえる。 
・中国の NEIDP は３類型に分けられ、その３

つの多様性はかなり大きい。一方、日本の
エコタウンは、市レベルから県レベルまで
あり、また既存施設・商流活用型、リサイ
クル団地型、市民参加型等の分類がある。
特に、市民の関与のより深い水俣エコタウ
ンのようなタイプは中国にはないと思わ
れる。 

・日本のエコタウンは、廃棄物処理法の他、
個別リサイクル法が強力な駆動力になっ
ている場合が多い。中国の場合は個別リサ
イクル法が未整備である一方で、NEIDP の
建設・管理を目的とした基準があり、そこ
では、汚染抑制や資源循環利用率を規定し
た管理指標があるが、その中には、工業出
荷額や観光・視察者数まで規定してある。 

・立地企業を誘致するにあたり、補助金等の
経済的インセンティブによって促進させ
ている点は共通である。 
ここで、エコタウン並びに静脈産業類

NEIDP を含む、日中の資源循環拠点比較のた
めの分析手法として、資源循環拠点のライフ
ステージ（発展段階）と、ステークホルダー
に着目した方法を提案する。 

ライフステージとしては、①外部環境、②
立地・運営支援、③実績、④波及効果の４つ
に分けて考える。ここで、①は、資源循環拠
点を取り巻く法・条例・基準や、社会システ
ムなどで、国レベル、地方レベル双方が対象
となる。リサイクル対象製品の保有状況や使
用済み製品の動向もこれに含まれる。②は、
主に立地企業の誘致のための施策であり、ソ
フト対策、ハード対策の両面にわたる。③は、
立地企業や拠点全体の様々な実績である。④
は、経済、社会、環境への波及効果であり、

地域経済の振興、環境負荷削減の他、雇用創
出、環境教育等が挙げられる。資源循環拠点
をめぐるステークホルダーとしては、行政、
民間企業、市民、研究機関等が存在するが、
これらの動向分析を行う。 

以上の分析フレームによる北九州エコタ
ウンと中国青島新天地生態工業園の比較分
析から、下記のような考察を得た。 
1) 日本のエコタウンとは個別リサイクル法

の制定時期と設立時期の関係において大
きな相違があり、新天地の静脈産業類
NEIDP の整備は、国全体のリサイクル政策
の整備より先行して進んでいる。また、中
古家電の需要が大きいこともあり、淘汰家
電が廃棄にまわる割合が低いため、廃家電
の収集に苦心している。E-waste が引き起
こす環境問題を考慮した中古家電の適正
回収のための制度策定、実効が望まれる。 

2) 中国の静脈産業類 NEIDP は生態産業園区
の理念を踏襲するはずであり、また他の類
型と異なり新規立地であるので、計画的に
園区内の物質フローを設計できる。その点、
北九州エコタウンも団地内の物質フロー
調査と相互連携の設計が後追いになって
いるため、いい例とはいえない。当初から
相互連携を考慮した園区内の物質フロー
の 適制御が望まれる。 

3) 新天地の家電の場合、解体・分別後の再
商品化について、その需要や技術スペック
については十分検討が成されていないと
見受けられる。都市レベルあるいは省レベ
ルの産業構造から見える資源需要を考慮
した検討が望まれる。 
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